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①施策
・民間も含めた受発注者による個々の建設工事における建設混合廃棄物、建設発生木材、建設汚泥の搬出状況や直接最終

処分へ搬出している要因を把握するため、建設副産物情報交換システム（COBRIS）を改善し、モニタリングを民間も含

めた受発注者と連携して実施する。

②目標
・ COBRIS登録データの入力ミス（選択ミス）防止による直接最終処分の削減

③施策の実施状況
・直轄工事および北海道、札幌市、ほか道内市町村の工事を対象に、建設副産物情報交換システム(COBRIS)登録工事のう

ち再資源化施設以外への搬出を計画または実施している工事担当者に対して、搬出先の間違いがないか等を指摘。指摘

に対して工事担当者が、入力ミス、搬出先見直し、修正不要を回答するモニタリングを実施。

④評価
・一部地域において、建設副産物情報交換システム計画段階データのうち、直接最終処分予定工事を抽出し、担当者にヒ

アリングを実施。
・北海道地域においては、平成２９年度直接最終処分予定工事４３９件中、入力ミス件数３２２件（７３％）、入力ミス

訂正による直接最終量の減少量はAS塊4.4万ﾄﾝから0.12万ﾄﾝへ９７％減と大幅に削減。

・このようにシステムを改善することは再資源化・縮減率の向上の一助となる。

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（１）－➀

建設副産物物流のモニタリング強化①

○再資源化等が予定されていない工事【コンクリート塊】

○○ ○○道路事務所 一般国道○○号○○交差点舗装工事 ○○舗道(株) コンクリート塊 (株)○○運輸 最終処分場（内陸） 249.4 0.0 「再資源化」できない？ ○ 5.中間処理施設に修正

○○ ○○道路事務所 一般国道○○号○○道路改良工事 (株)○○○ コンクリート塊 (株)○○運輸 その他の処分 10.0 0.0 「中間処理施設」？ ○ 5.中間処理施設に修正

○○ ○○道路事務所 一般国道○○号○○道路維持除雪外一連工事 (株)○○組 コンクリート塊 (株)○○興業 その他の処分 11.0 0.0 「中間処理施設」？ ○ 5.中間処理施設に修正

○○ ○○河川事務所 ○○川改修工事の内 ○○築堤外工事 ○○建設(株) コンクリート塊 (有)○○工業 最終処分場（内陸） 3.0 0.0 「再資源化」できない？ ○ 5.中間処理施設に修正

○○ ○○河川事務所 ○○川改修工事の内 ○○樋門工事 (株)○○組 コンクリート塊 (株)○○組 最終処分場（内陸） 116.0 0.0 「再資源化」できない？ ○ 50km圏内に再資源化施設がない
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①再資源化等が予定されていない工事を抽出 ②指摘事項を記載 ③指摘に対する確認結果を記入
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重点施策（１）



建設副産物物流のモニタリング強化①重点施策（１）

北海道地方における建設副産物物流モニタリング強化施策
モニタリングは、ＣＯＢＲＩＳ登録工事のうち直接最終処分工事の担当者へ事務局より搬出先確認依頼し、工事担当

者が確認結果を事務局へ報告する手法により実施
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「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（１）－➀

【モニタリング実施手順】 以下の手順により、搬出先のモニタリングを実施。
Ⅰ： 確認依頼

搬出先が最終処分場、その他処分となっている工事を抽出。再資源化等の間違いはないか指摘。

Ⅱ： 確認結果の記入

指摘に対して入力ミス、搬出先見直し、修正不要について、工事担当者が記入。

Ⅲ： 再確認依頼

記入された結果に対して、内容に疑義がある事項については再確認を依頼。

Ⅳ： 結果の整理及び指導

再確認の結果を反映。結果について周知し、ＣＯＢＲＩＳの誤入力を確実に元請業者に修正させるよう指示。

Ⅰ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

再資源化等が予定されていない工事（アスファルト・コンクリート殻）



①施策
・建設副産物の再資源化・縮減率等の状況変化を早期に確認するため、建設副産物情報交換システム（COBRIS）の改善、

データ登録の促進および再生資源利用計画書・実施書、マニフェスト届出情報を活用することにより、建設副産物物

流のモニタリングを民間も含めた受発注者と連携して実施する。

②目標
・建設副産物の再資源化・縮減等の変動の早期確認、直接最終処分の要因等の把握、再生クラッシャランストック状況

等の把握などによる建設リサイクル推進施策の実効性向上

図 電子マニフェストとCOBRSの連携イメージ

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（１）－➁

建設副産物物流のモニタリング強化②
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重点施策（１）

③施策の実施状況
・現行のCOBRISデータを活用した建設副産物物流情報（排出

量、再資源化率など）の把握の可能性について検討。

・COBRISデータは、『データの偏り（民間工事等の不足）』

『データ作成時の人為的ミス（搬出先等の誤り）』等があ

り、精度の高い物流情報の把握は困難と判明。

・『データの偏り』『データ作成時の人為的ミス』を回避す

るため、電子マニフェストとCOBRISの連携を検討。

・データ変換ツールを作成し、電子マニフェストデータと

COBRISデータの連携を試行中。

④評価
・排出事業者によるCOBRISデータ、マニフェストデータ作成

に関する省力化が図られる。

・今後は、電子マニフェスト、COBRISの連携によるモニタリ

ング手法を確立・検証し、モニタリング精度向上を図るこ

とが必要である。



建設副産物物流のモニタリング強化②重点施策（１）

COBRISデータによる実態把握について
COBRISデータはデータの偏りやヒューマンエラーにより、精度の高い実態の把握が困難。

・公共土木工事の割合が大きく、民間土木工事、建築工事は少ない。

・データ作成時の選択ミスが多く存在。
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「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（１）－➁



①施策
・地方公共団体や産業廃棄物業界等の関係者と連携し、一部の地域で滞

留懸念がある再生クラッシャラン（以下、「ＲＣ」と記載）について、

ストック状況等の物流を把握し、そのデータを基に必要に応じて利用

徹底・拡大を推進する。

②目標
・再資源化施設でのＲＣストック情報等を関係者間で情報共有による、

ＲＣ及びコンクリート塊の流通の円滑化

・ＲＣの利用用途の拡大

③施策の実施状況（近畿地域）
・各府県産廃協会、各府県解体業協会との意見交換にて、ＲＣの滞留状

況を把握。

・各府県産廃協会がストック状況をホームページに掲載し、協議会は

ホームページにリンク先一覧を登載し、関連情報へのアクセスを容易

にした。

・各府県産業廃棄物協会にストック状況の掲載方法の統一（最大ストッ

ク量の情報追加等）、ブロック別ストック状況の情報提供について検

討依頼。

・また、更新が滞っている府県については再開依頼。

④評価（近畿地域）
・定量的なストック状況を確認する仕組みを試行したが、タイムリーな

データが提供されないなど、更新頻度などに課題があり、受入可能地

域等を発注者や排出事業者が判断するにいたっていない。

近畿副産物協議会ホームページにリンク

府県の滞留状況
（産廃協会との意見交換より）

福井県 ・・・慢性的不足
滋賀県 ・・・県北慢性的滞留、県南慢性的不足
京都府 ・・・京都市内は滞留
大阪府 ・・・滞留
兵庫県 ・・・尼崎近辺で滞留
奈良県 ・・・滞留
和歌山県・・・不足気味

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（１）－➂

建設副産物物流のモニタリング強化③
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重点施策（１）



近畿地域再生クラッシャランのストック状況の把握と情報提供の検討
各府県産廃協会が会員企業へ調査し、各府県産廃協会ホームページに掲載

ＲＣ－４０等のストック状況が把握できる項目を調査

⇒月初再生品在庫量、月間再生品出荷量、月末再生品在庫量、廃棄物受入量

調査開始当初（H27年度）より62事業所の協力があるが、現状は情報提供施設数、更新頻度などにばらつきが存在

（公社）大阪府産業資源循環協会ホームページ（http://www.o-sanpai.or.jp/saiseisaiseki.html）
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建設副産物物流のモニタリング強化③重点施策（１）

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（１）－➂



①施策
・各地域で生じている建設副産物に係る課題を解消するため、地方公共団体と連携して関係業界と意見交換の場を設け、

各建設副産物対策地方連絡協議会を中心に地域固有の課題を抽出し、民間も含めた受発注者とその解決を図る。

②目標
・地域ごとの課題解決

➂施策の実施状況
・地域ごとの課題解決のため、全国の地方１０ブロックにおいて、各地方版の建設リサイクル推進計画を策定。

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（２）

地域固有の課題解決の促進
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重点施策（２）

＜地域における特徴ある取り組みの紹介 目次＞

「土砂バンク」【北海道】（重点施策（７）①）

建設発生土の復興事業への課題と対応【東北】（重点施策（２））

茨城県「再生砕石需給調査システム」【関東】（重点施策（２）１））

再生資材の利用促進【北陸】 （重点施策（６））

中部4県における建設発生土への取り組み【中部】（重点施策（３））

関係協会との意見交換会の実施【近畿】（重点施策（２）２））

建設リサイクル表彰の継続実施及び拡充の検討【近畿】(重点施策（２）３））

工事前段階における発生抑制の検討促進【中国】（重点施策（４））

「伐採根等の現場内利用事例集」の作成【四国】（重点施策①）

民間団体の参画を含めた県単位の建設副産物協議会の開催【九州】（重点施策（１））

離島部における建設リサイクルの推進【沖縄】



①施策「建設発生土の有効利用・適正処理の促進強化」
・官民一体となった建設発生土の相互有効利用のマッチングを強化するためのシステム（土砂バンク）を構築し、民間

を含めた受発注者にシステムへの参画を働きかける。

・建設発生土の不適切な取扱いの抑止、それによる災害が生じないような内陸受入地の選定等を受発注者に対して働き

かける。

課題：建設発生土搬出量は、土砂利用量の２倍程度あり、供給過多の状態

【H29.5.15北海道通信】【 ＰＲ用パネル 】

【北海道】 「土砂バンク」
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②目標
・建設発生土の有効利用率 80％以上（平成３０年度目標値）

③施策の実施状況
・北海道では、官発注工事（国・北海道・市町村）を対象に平

成２１年度よりHP上に発生土情報を公開し、マッチングを

行ってきたが、更なる発生土の有効活用を図るべく、新た

に民間建設工事等を加えた土砂バンクの運用を平成２８年

８月から開始。

・民間団体に対して、土砂バンクへの参加及び発生土の建設工

事や内陸受入地への積極的な有効活用を図るべく、取組を

PRするパネルを作成し、建設リサイクル技術展示会外、建

設系の各種イベントにて展示するほか、業界紙への掲載等

のPRを実施。

・これらの結果、令和元年11月1日現在で、69の民間団体が土

砂バンクに加盟し、約３年間で１８件２９．４万m3の官民

または民民によるマッチングが成立。

④評価
・ 加盟する民間団体数が、取組み開始時の平成２８年８月の３６団体から令和元年１１月１日現在で６９団体へと増

加していること、民間とのマッチングも成立していることから一定の成果は得られている。



①施策「建設発生土の有効利用・適正処理の促進強化」
・官民一体となった建設発生土の相互有効利用のマッチングを強化するためのシステムを構築し、民間を含めた受発注

者にシステムへの参画を働きかける。

・建設発生土の不適切な取扱いの抑止、それによる災害が生じないような内陸受入地の選定等を受発注者に対して働き

かける。

②目標
建設発生土の有効利用率 80％以上（平成30年度目標値）

【東北】 建設発生土の復興事業への課題と対応
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③施策の実施状況
・久慈・宮古・釜石・大船渡の沿岸４地域において、それぞれ「復旧復興工事施

工確保対策連絡調整会議」を設置し土砂流用調整に関して、３ヶ月に一度各発

注機関(国・県・市町村)の土砂の発生状況を集計・土量の過不足状況の見通し

について情報共有。

・また、土量流用調整に関連する仮置場の確保や、運搬に伴う交通渋滞対策等に

ついても、復興交付金効果促進事業の活用により、複数の事業で活用できる仮

置場を確保。

・ベルトコンベアによる土砂搬出により、ダンプトラックの交通量を抑制。

・ダンプトラックに搭載したＧＰＳによる運行管理により渋滞の発生を抑制。

・平成３１年３月末時点で約1,400万m3の土砂流用を実現。

④評価
・国、県、市町村による広域事業連携により、大量の土砂流用が実現している。

これにより、沿岸４地域における建設発生土量と利用量のバランスは維持され

ており、一定の成果は得られている。

【連絡調整会議状況】

【土砂有効活用状況】

課題：東日本大震災復興事業により、発生土量と利用土量が大幅に増加。早期復興（工程）を優先す
るため、工事間調整が不調となることもあり、より機動的な調整機能が必要。



『再生骨材コンクリート供給範囲』

課題：首都圏を中心にコンクリート塊発生量が増加しており、再生砕石の滞留が懸念

『再生骨材コンクリートの用途拡大の阻害要因』

出典：ＡＣＲＡＣのホームページの図に一部着色

ＡＣＲＡＣに聴取した用途拡大の阻害要因 要因と関連した実態

１）関連法令・基準等で、骨材の種類により適用
部材が異なる。

施工管理が煩雑となり、施工業者
から敬遠される。

２）比較的使用される東京都においても、９０分
間における供給エリアが東部に限定される。

全国どの地域でも調達できる体制
が整っていないことを理由にグリー
ン購入法の特定調達品目から外さ
れている。

３）民間工事における廃棄物の骨材を使用する
ことの抵抗感

一般の方々にも広報しているもの
の、出荷量は年々下がっている。

ＡＣＲＡＣより聴取

【関東】 再生砕石の利用促進・用途拡大の取り組み
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①施策「再生砕石の利用促進・用途拡大を踏まえた新たな指標
の検討」

・再生砕石の利用促進・用途拡大（埋め戻し材・裏込め材・基礎

材等）を図るためには、その利用状況（用途、利用量、利用率

など）を把握しながら、地域の状況を踏まえ再生資材利用に関

する指標の導入が必要である。

②目標
・再生砕石の更なる利用促進

・再生砕石の用途拡大を踏まえた新たな指標の設定

③施策の実施状況
・茨城県にて「再生砕石需給調査システム」の運用が開始され、

東京都では「環境物品等調達方針」を策定。

・ACRAC（再生骨材コンクリート普及連絡協議会）に用途拡大の

阻害要因についてヒアリングを実施。

・再生資源利用に関する新たな指標の検討の実施及び再生骨材コ

ンクリートの普及にあたっての阻害要因の把握。

・茨城県および東京都の取組みを協議会で紹介する予定。

④評価
・協議会での意見として、茨城県の取組みは、再生砕石の十分な

供給ができない地域において有効な利用促進対策との意見が出

された。



課題：社会資本の維持管理・更新時代の到来に伴い建設副産物の発生量増加を懸念
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・協議会開催時に構成員への提供デー
タの精度向上および再生資材利用促
進の呼びかけ
・COBRIS入力時の注意点の整理・周知

・計画段階における資材利用の実態把・
リサイクル原則化ルールに基づかない
と思われる案件をCOBRISを利用して
抽出
（COBRIS：局担当）

・発注者及び受注者において内容確認
・必要に応じ指導・修正

③施策の実施状況
・直轄工事を対象に建設副産物情報交換システム（COBRIS）を活用し、再生クラッ

シャランや土砂等において「新材」が選択されている案件の中から、リサイクル

原則化ルールに基づかないと思われる案件を抽出。

・発注者及び受注者において内容を確認し、「新材」利用の妥当性が確認できない

案件（入力ミスや工事間調整が未了）の案件に関しては、リサイクル原則化ルー

ルの徹底を要請。

・今後は、入力時の注意点の整理を行う予定。

④評価
・再生クラッシャランについて発見した不自然な入力は、全て入力ミス。

・計画書にて利用土砂が「新材」となっている案件については約２３％がミス。

・実施の結果、再生資材使用量が大幅に増加し、再生資源利用実態資料の精度向上

に寄与。

【北陸】 再生資材の利用促進

①施策「再生資材の利用促進」
・建設廃棄物由来の再生資材の更なる利用促進を図るため、再生資材の利用状況に関する新たな指標（再生資材利用率

など）を導入を検討するとともに、そのモニタリング結果に基づき利用が不十分な民間も含めた受発注者への利用徹

底を要請し、利用への取り組みを推進する。

②目標
・再生資材の利用促進、COBRIS登録情報の正確性向上



①施策「建設発生土受入地の登録制度の検討」
・建設発生土の発生抑制、現場外への搬出抑制、建設工事間での更

なる有効利用を促進する。

②目標
・建設発生土有効利用率 平成３０年度目標値 ８０％以上

③施策の実施状況
・建設発生土の官民有効利用マッチングの協議会での周知。

・制度を導入しやすいよう「建設発生土受入地登録制度」の導入手

引きのサンプルを紹介。

・中部管内各県及び中部地域以外の発生土受入に関する取り組み状

況の情報を収集し、協議会で事例を紹介できるよう準備中。

④評価
・ストックヤードを用いて発生土を有効活用するといった発生土受

入制度運用の具体的な事例を協議会で共有。

・中部管内各県の発生土受入に関する独自基準や運用規定に関する

情報の集約を実施することができた。

●中部４県ではすでに建設発生土を適正に処分するための取組を各県が独自に行っ
ている

【中部】 中部4県における建設発生土への取り組み

自治体 独自基準・運用規定等 概要

愛知県 「貯留土運用方針」制度 流用を前提としたストックヤードの

活用

岐阜県 組合・協議会での利用目

的に応じた個別制度

農地受入や採石場跡地受入を対象

三重県 建設発生土の

民間受入地の公募

「三重県建設副産物処理基準」に則った

公募要領

静岡県 残土情報掲示板

システム

公共工事における残土流用を促進

する制度

中部4県取り組み状況
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課題：今後大規模工事により大量の建設発生土が発生することから、建設発生土の適正な処理等を確保
する仕組みの構築が必要



課題：建設リサイクルの推進においては、発注者、施工者、再資源化業者等の有機的な連携が必要

H30.7.31 大阪建物解体工事業協会との座談会
（建通新聞 H30.9.23）

年度 意見交換開催団体

H27 不動産協会、解体協会、産廃協会

H28 解体協会、産廃協会、
関西コンクリート協会（情報交換）

H29 解体協会

H30 解体協会（建通新聞紙上での座談会）

表． 意見交換会開催実績（H27年度以降）

【近畿】 関係協会との意見交換会の実施
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①施策
・各府県建設業協会・大手開発事業者、解体業協会、産廃協

会との意見交換会の開催。

②目標
・建設リサイクル推進のため、発注者、施工者、再資源化業

者等の関係者の有機的な連携の形成

③施策の実施状況
・各府県建設業協会・大手意開発事業者、解体業協会、産

廃協会との意見交換会の開催。

・解体業協会、産廃協会とはほぼ毎年度意見交換会の開催を

通した情報の共有。

④評価
・意見交換会を通じて、建設リサイクルに関する課題やさら

なるリサイクルの推進のためのアイデア等を共有している。

・具体的には、許可業種に認定されて注目度が上がり、安全

管理や施工面で厳しい目が向けられているといった意見や、

人材（特に有資格者）確保が課題との意見が出された。



①施策「近畿建設リサイクル表彰」
・近畿地方で、建設リサイクルに関する取り組みにおいて、

顕著な実績を挙げている個人・団体・事業所等を表彰する。

②目標
・表彰を通じインセンティブを付与することにより、３Ｒの

取り組みを充実させ、「循環型社会」の構築にむけた行動

の輪を広げる

③施策の実施状況
・近畿地域において、建設リサイクルの推進を自主的、かつ

積極的に取り組んでいる個人、団体、又は事業者に対し、

建設副産物対策近畿地方連絡協議会がその活動を賞し、奨

励する取り組みを実施（H29は会長賞３、奨励賞６を表

彰）。

・更にインセンティブを与える方策として、平成29年6月1日

公告分より、総合評価落札方式の企業の施工能力の評価と

してリサイクル表彰受賞についても加点対象に追加。

④評価
・リサイクル表彰で公になることにより、社内外へのリサイ

クルへの関心が広まっている。

平成29年6月1日公告分から

競争参加資格確認申請書の提出期限の日に、国土交通省近畿地方

整備局の近畿建設リサイクル表彰（会長賞・奨励賞）（表彰状に記載

の年月日の翌日から１年以内のもの）の有無

会長賞があれば１点
奨励賞があれば０．５点

【近畿】 建設リサイクル表彰の継続実施及び拡充の検討
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課題：建設リサイクルの推進においては、発注者、施工者、再資源化業者等の有機的な連携が必要



①施策
・長期保証制度によるアスファルト舗装工事の実施による

修繕サイクルの低減やi-Constructionによる３次元化設

計等による新たな技術を活用した発生抑制に取り組む。

②目標
・長期保証制度の実施やICT活用工事の推進等、官民一体と

なった技術の積極的な導入

③施策の実施状況
・全国的に取り組んでいるAs舗装工事に加え、中国地整と

してトンネル覆工コンクリートの長期保証制度による工

事を拡大。

・i-Constructionによる３次元データの活用（BIM/CIM）。

・長期保証制度は評価時期を迎えたので、実施要領等の見

直しを実施中。

④評価
・長寿命化に繋がる丁寧な施工を促す長期保証制度は受注

者のメリット（インセンティブ）が課題となっている。

○長期保証制度による舗装工事の実施

【長期保証制度のイメージ】

長期保証制度は、工事完成後一定期間後の品質を確認する性能指標
値を設定することで、低コストで高品質な民間の技術開発・導入を図り、
より的確な施工によって初期変状を抑え、早期劣化の防止を図るもの
で、舗装の長寿命化が期待できる。

○i-Construction
３次元データの活用
３次元測量を実施することで面
管理としての施工計画を検討す
ることが可能となり、従来の２次
元（断面）の設計図面では確認
できなかった詳細な数量計算も
可能となる。これにより、きめ細
かな土工バランスの施工計画
の立案が可能となり工区単位
での残土発生抑制等に繋がる。

【中国】 工事前段階における発生抑制の検討促進
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課題：事業の計画・設計段階における建設副産物の発生抑制に資する対策



課題：現場での建設混合廃棄物の十分な分別、品目ごと
の施設への搬出徹底

①施策「伐採根等の現場内利用事例集の作成」及び「バイオマス
発電について」

・最終処分されている再資源化されていない伐採根や単純焼却処

理される再生利用が困難な木材については資源やエネルギーと

して有効活用できる可能性があるため、最終処分となる木材を

極力減量化する取り組みを推進する。

・再生利用が困難な木材の搬出先である焼却施設において、エネ

ルギーの回収を促すため、地方公共団体と連携してバイオマス

発電などの導入事例、効果（安定的な電源確保、地域資源の有

効活用、エネルギー自立、地球温暖化対策）の周知を図る。

②目標
・建設発生木材の再資源化・縮減率 ９５％以上

（平成２４年センサス実績８５.５％）

③施策の実施状況
・四国地方連絡協議会内で伐採根等の現場内利用について、事例

調査を実施。

・「伐採根等の現場内利用事例集」を平成３１年２月に作成し、

四国地整のＨＰに掲載。

④評価
・現時点では「伐採根等の現場内利用事例集」を共有した段階で

あるため、より活用していく取組みを実施する。

【四国】 「伐採根等の現場内利用事例集」の作成
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当該工事 使用場所

定量的効果
以外の効果

地区 四国

担当機関等 徳島県　那賀郡　那賀町

工期 H23.12.3～H24.9.14

再資源化方法
　　　　　　【現場】　　　　     【集積場】　　    　 【現場】
伐採木：伐採・切断・収集 　　　　　　　　　　　　　　加工・施工
 根株 ：　除根 ・ 収集　 → 運搬 → 破 砕 → 運搬 → 施工

リサイクル上の
課題

-

施工概要

　　　　　　【現場】　　　　     【集積場】　　    　 【現場】
伐採木：伐採・切断・収集 　　　　　　　　　　　　　　加工・施工
 根株 ：　除根 ・ 収集　 → 運搬 → 破 砕 → 運搬 → 施工

工事規模
Ｌ＝133.39m　Ｗ＝3.0ｍ　　土工4169.9m3　路面工323.9m2
法面保護工1108.0m2　擁壁工88.8m3　防護施設工36.0m　仮設費22.9m

事業名称等
(工事名称等)

平成23年度農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業作業道開設工事

発生場所 当該工事

定量的効果

利用する再生資源材
丸太、マルチング材
リサイクル対象発生木材の種類
伐採木1.2m3　根株26.05t

-

リサイクルの概要
 伐採木は、造材し木柵、丸太筋及び舗装止め丸太に利用した。
 根株は、集約し木材破砕機によりチップ化を行い、斜面の流出防止材として
 利用した。

工事概要
 本工事は、那賀郡那賀町朴野（計画延長1,100ｍ、利用区域43.54ｈａ）
 における森林整備促進のための作業道（基幹作業道：桑ノ木谷線）開設工事
 である。

『伐採根等の現場内利用事例集（フォーム） 』



課題：各県単位での建設リサイクル推進体制等の整備

①施策
・民間団体の参画も含めた県単位の建設副産物対策連絡協議会の

開催。

・民間団体の参画も含めた県単位での建設リサイクル推進体制の

整備を行う。

②目標
・各県固有の課題等に対応した細やかな対策の検討

・各県の詳細な状況把握、情報提供による確実かつ円滑な課題解

決

③施策の実施状況
・各県において協議会組織が存在し、佐賀県、大分県、鹿児島県

では民間団体が参画済、他県は検討中。

・大分県、鹿児島県にて民間団体を含めた協議会を開催。

大分県 ：建設事業者、廃棄物処理事業者、解体工事事業者等

鹿児島県：建設業協会

④評価
・協議会を開催した県では、民間工事における建設リサイクルの

現状と課題について、詳細な意見交換が実施されている。

・鹿児島県は、多くの離島を有しており、地理的要因から県全体

で統一した協議会の運用が困難であるが、県内を12地区に区分

して各々の地区にて協議会を開催するという工夫がなされてい

る。

《協議会構成案》
・各県の事情にあわせ構成員を設定
・整備局、農政局、県、その他協会、民間団体など

『民間団体の参画も含めた県単位での
建設リサイクル推進体制の整備』

九州地方建設副産物
対策連絡協議会
（現状の体制）

九州地方建設副産物
対策連絡協議会
（現状の体制）

県単位の協議会
（事務局：各県）
県単位の協議会
（事務局：各県）

【九州】 民間団体の参画を含めた県単位の建設副産物協議会の開催
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沖縄総合事務局【沖縄】 離島部における建設リサイクルの推進

①施策
・離島部における建設副産物処理の実態、建設副

産物発生量及び処理施設の能力等を確認し、対

応を検討する。

②目標
・離島部において、建設副産物のリサイクルを推

進し、資源循環を図る

③施策の実施状況
・平成２９年度ＣＯＢＲＩＳ登録工事リストから

離島部における再資源化の実態を把握。

・離島部は、本島に比べて再資源化施設への搬入

率（促進率）が低いことが判明（右上図）。

・再資源化施設のない渡名喜村（島）の漁港防波

堤災害復旧工事において約５千ｍ３のコンク

リート塊を海上輸送で糸満市のリサイクルセン

ターにて再資源化した実績有り（右下図）。

④評価
・連絡協議会構成機関において、離島部における

再資源化の実態と課題を共有することができた。

・H30本センサス結果を踏まえ、小規模離島も含め

た実態を的確に把握した上で、新たな離島部の

課題を検討する必要がある。

○Ｈ２４センサスの建設副産物処理施設状況

0%

20%

40%

60%

80%

100%

本島計 離島計 本島計 離島計 本島計 離島計 本島計 離島計 本島計 離島計

Ｃ ｏ 塊 Ａ ｓ ・ Ｃ ｏ 塊 発生木材 建設汚泥 混合廃

Ｈ２４の促進率の比較（本島・離島）

Co
殻

As殻 木材 汚泥 混廃

離
島

宮古島市 9 9 8 2 8

石垣市 4 4 4 5

竹富町 1 1 1

伊江村 1 1 1

久米島 1 1 1

多良間島 1 1
その他離島 無し

本島 66 58 72 43 103

Ｈ２４施設調査の建設副産物処理施設数

宮古島、石垣島を除き、建設副産物
処理施設が少ない。

渡名喜島

糸満市

Ｈ29年度ＣＯＢＲＩＳ登録工
事において、再資源化施設のない
渡名喜村（島）の漁港防波堤
災害復旧工事において約５００
０ｍ３のコンクリート塊を海上輸送
で糸満市のリサイクルセンターにて
再資源化の実績があり。

○処理施設の無い離島からの海上輸送によるリサイクル
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課題：離島部は本島に比べて再資源化施設へ
の搬入率（促進率）が低く、個別の対
応を検討することが必要



重点施策（３）
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「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（３）

①施策内容
・再生利用が困難な建設発生木材の搬出先である焼却施

設において、熱エネルギーの回収を促すため、地方公

共団体と連携してバイオマス発電などの先進的な導入

事例・効果の周知を図る。

②目標
・建設発生木材焼却施設における熱回収の促進。

③施策実施状況
・建設副産物リサイクル広報推進会議の機関誌「建設リ

サイクル」において「建設廃棄物のリサイクルを支え

る中間処理事業とバイオマス発電」等の関連記事を掲

載し、導入事例・効果を周知。

④評価
・バイオマス発電の導入事例・効果についての周知は、

木材の再資源化・縮減率の向上にも資すると考えられ

る。

・2030年度バイオマス発電需要見込みにおいても、木く

ずチップ需要は現状と同程度と見込まれるため、焼却

施設における熱エネルギー回収促進が必要であり、導

入事例・効果の周知は有効な取組みである。

他の環境施策との統合的展開への理解促進

建設発生木材リサイクルフロー（H24年度）

・建設発生木材排出量の４％が単純焼却施設へ搬出されて
いる。
・単純焼却施設が熱回収（発電など）設備を設置し、サーマ
ルリサイクル施設へ転換できれば、建設発生木材の再資
源化等率がさらに向上する。



重点施策（３） 他の環境施策との統合的展開への理解促進

建設副産物リサイクル広報推進会議機関誌「建設リサイクル」掲載記事

Vol.72 2015 夏号
・建設廃棄物のリサイクルを支える中間処理事業とバイオマス発電
勝田環境株式会社、株式会社バイオパワー勝田

Vol.63 2013 夏号
・木質バイオマスの再生可能エネルギーへの取り組み
ＮＰＯ法人全国木材資源リサイクル協会連合会
専務理事,弘山 知直

＜参考＞
Vol.7７ 201６秋号
・高速道路の維持管理で発生する刈草・剪定枝を用いたバイオマスガス発電
東日本高速道路株式会社 建設・技術本部 技術・環境部環 境課 上原 芳久

・～中山間地域の夢を発信する～顔の見える産業観光 「バイオマスツアー真庭」
一般社団法人真庭観光連盟 森脇 由恵
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建設副産物リサイクル広報推進会議では、機関誌「建設リサイ

クル」において、2013年以降、3回、4編のバイオマス発電等関

連記事を掲載し、先進的な導入事例・効果の周知を図った。

Vol.72 2015 夏号

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（３）



重点施策（４）

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（４）

工事前段階における発生抑制の検討促進

21

①施策内容
・個々の工事における建設副産物の発生抑制を徹底するため、事業の計画・設計段階において実施可能な建設副産物の発

生抑制に資する対策を十分検討する。民間も含めた発注者や設計者に対して同様の対応を働きかける。

②目標
・工事前段階（計画・設計段階）での発生抑制への取組みを徹底

③施策の実施状況
・建設工事の計画・設計段階からの建設リサイクルへの取り組みに関しては、「建設リサイクルガイドライン」（Ｈ１０．

４制定、Ｈ１４．５改正）に定められているが、発生抑制に関する具体的な検討内容等が示されていない。

・従って、直轄工事の設計段階等における発生抑制事例をもとに、計画・設計段階における発生抑制の具体的な検討内容

を整理し、その結果をもとに「建設リサイクルガイドライン改正（案）」を検討し、設計会社に意見照会を実施。

④評価
・設計段階での検討など、発生抑制に大きく影響する施策であるが、工事種類ごとにさらに詳細な検討をすることが今後

の課題である。

リサイクル計画書に発生抑制
の具体的検討項目を追加

○設計業務において受
託業者へリサイクル
計画書の作成を依頼

○リサイクル計画書の
精査・修正

○リサイクル阻害要因
説明書の作成

○再生資源利用（促進）計画（実施）書の
元請業者による作成を工事特記仕様
書に明記

○建リ法12条に基づく元請業者作成の
分別解体計画等の確認

○建リ法11条に基づく再生資源利用(促
進)計画書の都道府県知事への通知

○元請業者からの再生資源
利用（促進）実施書の
チェック

※建リ法18条に基づく発注
者報告を兼ねる



重点施策（４） 工事前段階における発生抑制の検討促進
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＜リサイクルガイドライン抜粋＞

建設リサイクルガイドライン

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（４）

国土交通省直轄建設事業の計画・設計段階から施工段階までの各段階、積算、完了の各執行段階における、建設リサ
イクルに関する具体的な実施事項をとりまとめたもの

「建設リサイクルガイドライン」リサイクル計画書（概略設計・予備設計）の例

１）建設リサイクル取組みの支援体制整備

２）リサイクル計画書・リサイクル阻害要因説明書・再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書の作成・とりまとめ

３）リサイクルの徹底に向けた検討・調整等

４）リサイクル実施状況のとりまとめ

【追加検討項目】発生抑制検討の視点

供用中及び撤去時に排出される廃棄物の量が少ない
構造形式
工事中に排出される廃棄物の量が少ない構造・工法

長寿命化を期待出来る構造・材料仕様

発生土が自然由来重金属を含有した場合を想定した
対策
その他

内容検討中

リサイクル計画書には発生抑制に関する具体的な検討
内容が示されていない



①施策
・建設混合廃棄物の排出削減を促進するため、建設混合廃

棄物の詳細調査・分析を踏まえ、民間も含めた受発注者

に対して、分別可能な混入物の現場分別ならびに個別品

目としての施設への搬出の徹底を要請し、取り組みを推

進する。

②目標
・建設混合廃棄物の排出削減のための現場分別の徹底

③施策の実施状況
・一部地域において、建設混合廃棄物の「現場分別マニュ

アル」を作成し、自治体等へ周知し、分別搬出の徹底を

要請。

④評価
・作成した「現場分別マニュアル」の周知徹底により、建

設混合廃棄物の排出率、再資源化・縮減率の向上に寄与

すると考えられる。

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（５）－➀

現場分別・施設搬出の徹底による再資源化・縮減の促進①

年度 実施内容 取組の効果

Ｈ２７

• 中部地方版「現場分別マニュア
ル」（案）を作成。

• 「現場分別マニュアル」（案）につ
いて、各県産業廃棄物協会との
意見交換を実施した。

• 各県産業廃棄物協会と現場
分別の重要性について認識を
共有することができた。

Ｈ２８

• 作成した「現場分別マニュアル」
（案）について、意見交換の結
果を踏まえ、現場作業員向けの
分かりやすいマニュアルにすること
を留意し、更新。

• 「現場分別マニュアル」
（Ver.1.0）として中部地方整
備局HPに公開した。

• 事例写真やイラストを取り入
れて建設工事現場従事者に
も分かりやすいマニュアルとして
普及された。

Ｈ２９

• 「現場分別マニュアル」
（Ver.1.0）について、情報周知
されているか、使用されているか、
現場の実情とあっているか等につい
て建設業協会を通じて、工事担
当者へアンケートを実施。

• アンケート結果を踏まえ、改訂を
行い、「現場分別マニュアル」
（Ver.1.1）を作成、HPで公
開した。

• 各県の建設業協会から会員
企業へ公開ＨＰを通知する
ことによって民間発注の工事
従事者にも普及することが可
能となった。

Ｈ３０
• 「現場分別マニュアル」について、

連絡協議会構成機関への意見
照会を実施。

• 今後、工事現場の日常点検
も視野に入れた簡易版を検
討予定。
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重点施策（５）



現場分別・施設搬出の徹底による再資源化・縮減の促進①重点施策（５）

現場分別マニュアルの活用状況 【中部】

現場作業員向けのわかりやすいマニュアルにするため、
図等を多用した一例

現場分別マニュアルの利用実態
平成29年度に実施したアンケートより

改訂版（Ｖｅｒ1.1）を作成

マニュアル（Ｖｅｒ1.0）の活用割合（アンケート回答例）
静岡県建設業協会員

アンケートでは、現場分別の実施、留意事項について､「見易さ」「文章のわかりやすさ」が不十分との指摘有り。

アンケート結果に基づき、分別マニュアルを改訂。

「分別マニュアル」の周知・利用拡大を図り、混廃排出削減を徹底。

24

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（５）－➀



重点施策（５）

①施策
・建設混合廃棄物、建設発生木材、建設汚泥の再資源化施設への

搬出を促進するため、直接最終処分の内容の詳細調査・分析を

踏まえ、民間も含めた受発注者に対して再資源化施設への搬出

徹底を要請し、取組みを推進する。

②目標
・建設混合廃棄物、建設発生木材、建設汚泥の直接最終処分率の

低減

③施策実施状況
・一部地域において、協議会構成機関が発注する公共工事を対象

とする「簡易型建設副産物実態調査」を実施し、工事現場から

最終処分場へ直接搬出している工事について、その理由を調査

（「リサイクル阻害要因調査」）し、直接最終理由を把握。

・リサイクル阻害要因調査の結果に基づき、地方連絡協議会メン

バーに対し、再資源化施設への搬出徹底を要請。

④評価
・「リサイクル阻害要因調査」の結果、ヒューマンエラーが多数

を占めることが判明したため、事例確認の重要性が確認された。

・これらの調査結果に基づき、地方協議会メンバーへの再資源化

施設への搬出徹底を要請することは、再資源化・縮減率の向上

に寄与すると考えられる。

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（５）－➁

現場分別・施設搬出の徹底による再資源化・縮減の促進②

『建設リサイクル阻害要因調査より

COBRIS入力時の選択ミス発生状況』

（H28九州地域における簡易センサス）
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重点施策（５） 現場分別・施設搬出の徹底による再資源化・縮減の促進②

■建設発生土

■建設発生木材の最終処分となった要因 ■建設汚泥

■建設混合廃棄物

簡易センサスによる「直接最終処分」要因【四国】
「リサイクル阻害要因調査」により「直接最終処分要因」を品目ごとに確認
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「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（５）－➁



重点施策（５） ③現場分別・施設搬出の徹底による再資源化・縮減の促進
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④評価
・「処理事業所情報」のＰＲ欄へ施設のリサイク

ル率の高い施設を把握出来る仕組みを構築した

が、今後は取り組み内容の周知徹底を図る必要

がある。

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（５）－➂

①施策内容
・建設廃棄物の再資源化を推進するため、関係業界との連携の下で個々の再資源化施設における再資源
化・縮減率を適切に把握し、建設混合廃棄物や建設汚泥の再資源化・縮減率が高い優良な再資源化施設
への搬出を推進する。民間も含めた受発注者に対して同様の対応を働きかける。

②目標
・再資源化・縮減率の高い優良な再資源化施設への選択搬出を徹底することによる、再資源化・縮減率向上

③施策の実施状況
・ＣＯＢＲＩＳに登録されている建設廃棄物再資源化施設（建設汚泥施設以外）に対して「処理事業所情報」のＰＲ欄

へ施設のリサイクル率（販売量／施設からの搬出量）データを入力出来る仕組みを構築。

・工事の受発注者に対して、施設選定に際して、リサイクル率データの活用を要請。

建設汚泥処理物の再生利用の考え方（環境省）
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重点施策（５） ③現場分別・施設搬出の徹底による再資源化・縮減の促進

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（５）－➂

リサイクル率の高い優秀な施設を紹介

「処理事業所情報」の「備考及びＰＲ等」に
「〇〇年度再資源化等率（重量ベース） コンクリリート、
アスファルト破砕施設〇〇.〇％、建設混合廃棄物施設
○○.○％」など、処理施設ごとに記入。
（全角100文字以内）

再資源化施設へ搬出する場合において、個々の施設毎の再資源化・縮減能力が十分でない施設に搬出されていること

もあることから、優良な施設への搬出が重要。

再資源化・縮減の徹底のために搬出する施設と

しては、「再資源化・縮減率」の高い施設に搬

出することが重要。

建設副産物情報交換システム（COBRIS）におい

て、各々の施設の施設情報欄に、「リサイクル

率」の実績を記載出来る仕組みを構築した。

工事受発注者に対して、再資源化施設の「リサイクル率」
データを施設選定に活用するよう要請



重点施策（６）

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（６）－➀

建設工事における再生資材の利用促進①

①施策内容
・建設廃棄物由来の再生資材の更なる利用促進を図るため、再生資材の利用状況に関する新たな指標（再生資材利用率な

ど）を導入するとともに、そのモニタリング結果に基づき、利用が不十分な民間も含めた受発注者への利用徹底を要請

し、利用への取り組みを推進する。

②目標
・再生材利用の拡大。再生砕石の利用拡大等を踏まえた新たな指標の設定

③施策の実施状況
「東京都建設リサイクル推進計画（H28.4）」において

・新たな指標として「再生砕石利用率」を導入。

・民間団体等を対象とした「基準認証」、「施設認証」制度を構築し、再生砕石の利用拡大を実施。

④評価
・関東地方建設副産物再利用方策等連絡協議会（準備会）において、東京都実施事例の共有を実施した。

・東京都での取組みであるため、今後全国展開を図ることが課題である。

29

＜参考＞

「東京都建設リサイクル推進計画」（Ｈ２８．４）

における再生砕石利用率の目標指標化



重点施策（６） 建設工事における再生資材の利用促進①

● 「東京都環境物品等調達方針」における「環境物品等使用予定チェックリスト」の活用

東京都における再生砕石利用率の目標指標化

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（６）ー➀

今後、社会資本の更新時代の到来により、大量のコンクリート塊の発生が予想されている一方で、コンクリート塊か

ら製造される建設資材である「再生砕石」の需要は減少傾向にあることから、「再生砕石」の滞留が懸念される。

東京都建設リサイクル推進計画において、「コンクリート塊に関する新たな指標」として“再生砕石利用率”を設定。

その達成に当たっては、「東京都環境物品等調達方針」にて、東京都等の公共工事において、環境に配慮した物品の

調達を進めることを目的として、各業務の段階において作成する書類に、特別品目（東京都が定める環境物品）の

チェックリストを添付することが定められており、特別品目の使用を促進している。
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「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（６）－➁

建設工事における再生資材の利用促進②

①施策内容
・建設汚泥の現場内・工事間利用等を促進するため、これらの先

進的な利用事例（自ら利用、個別指定制度の活用、汚泥処理土

利用など）を広く周知し関係者の理解促進・意識向上を図る。

②目標
・建設汚泥の現場内及び工事間利用の促進

③施策実施状況
・「建設工事における建設汚泥リサイクル事例集」（H27.3）を

策定し、建設汚泥の先進事例を周知。

・また、業界団体が作成した「建設汚泥リサイクル製品事例集

（改訂版）」等を全国の建設副産物対策連絡協議会に周知。

・グリーン購入法調達方針に基づく「建設汚泥から再生した処理

土」の調達実績を把握・公表。

④評価
・建設汚泥の利用促進に関して、活用事例集の策定や汚泥処理土

の調達実績の公表等を実施することは、関係者のモチベーショ

ン向上に寄与すると考えられる。

建設工事における建設汚泥
リサイクル事例集
＜目次抜粋＞

Ⅲ．建設汚泥リサイクル事例一覧表
Ⅳ．事例集（建設汚泥現場内利用・工事間利用）
Ⅴ．事例集（建設汚泥処理土利用）
Ⅵ．その他の事例

＜参考資料＞アンケート調査票 31

重点施策（６）



32

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（６）－➁

建設工事における再生資材の利用促進②重点施策（６）

業界団体による取組み
業界団体が作成した自主基準や事例集を、全国の建設副産物対策連絡協議会などに周知（Ｈ３１．１．２４）

・「建設汚泥リサイクル製品評価のための自主基準」（H18.11策定、H30.12改訂）

・「建設汚泥リサイクル製品事例集」（H20.9策定、H30.12改訂）

目次抜粋

1 有害物質の管理（全てに共通）
(1)リサイクル製品の有害物質の溶出量及
び含有量の基準
(2) リサイクル製品の有害物質の溶出量及
び含有量の検査頻度
(3) 原料管理（建設汚泥の受入管理
(4) 製品管理

2 リサイクル製品ごとの物理的性質
2.1 流動化処理土
(1) 定義
(2) 物理的性質の基準
(3) 物理的性質の検査頻度
2.2 改良土
(1) 定義
(2) 物理的性状の基準
(3) 物理的性状の検査頻度 .
2.3 洗浄砂
(1) 定義
(2) 物理的性状の基準
(3) 物理的性状の検査頻度



【プロジェクト概要】
・阪神高速大和川線は、大阪都心部における新たな環状道路の一部を形成する全長約 9.7ｋｍの自動車専用道路。

大和川線
シールド発生土

【埋立事業】

個別指定制度活用による事業スキーム

【道路事業】

再資源化処理

【発生土再生事業】

貯木場埋立

【埋立事業】 従来の事業スキーム 【道路事業】

公共
残土 貯木場埋立 発生土

最終
処分地

図－１.大阪都市再生環状道路と大和川線 図－２.資源活用型共同プロジェクトスキーム（従来スキームとの比較）

（参考）建設汚泥の個別指定制度活用事例 【近畿】
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阪神高速大和川線シールド発生土の個別指定制度を活用した「資源活用型行動プロジェクト」

【課題と対応】
・全長の約40％（3.9ｋｍ）とランプの一部が泥土圧シールド工法によって施工されている。ここで発生する約100万m3

の発生土（建設汚泥）に対するリサイクル方法の具体化が課題。

・ 『大和川線シールド建設汚泥リサイクル検討委員会 （委員長：京都大学大学院 嘉門教授（当時））』を設置。

・検討委員会において、個別指定制度の活用が提言された。

※個別指定制度：環境省が示す再生利用制度の一つで、諸要件を満たす事業について、都道府県知事等の指定により、

再生利用個別指定業者指定証を交付。これにより、産業廃棄物処理業の許可が不要となる。

・この提言を受け、個別指定制度を活用することとなった。



【個別指定制度の活用】

・本事業における個別指定制度の申請は図－３のとおりで、審査の結果、指定の範囲は、シールド発生土を中性固化材

等により埋立用資材（コーン指数：400 kN/m2 及び pH 6.0～9.0 ）として生成する、再資源化施設への搬入から

利用場所への搬出が個別指定制度の対象として指定された。

・個別指定制度の指定証の交付に当たっては、「事業の確実性を客観的に担保する具体的な方策」を示すことが新たな

課題として課せられ、トレーサビリティーの支援技術を構築、運用することにより、事業の確実性を客観的に担保す

ることとした。

・トレーサビリティーの支援技術として、新規に開

発・運用した『ETC電子マニフェストシステム』は、

排出現場と再資源化施設にETCゲートを設置し、運搬

車両に搭載されたＥＴＣ車載器と無線認証を行い、

入出場記録と照合を行うことで、ＧＰＳ機能やJWNET

システムとも連携して、電子マニフェスト管理を行

うもの。本システムの導入により、以下の成果が得

られた。

【トレーサビリティの確保】

図－４.ＥＴＣ電子マニフェスト概要

（参考）建設汚泥の個別指定制度活用事例 【近畿】
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阪神高速大和川線シールド発生土の個別指定制度を活用した「資源活用型行動プロジェクト」

①ＥＴＣ車両認証：適正かつ効率的なマニフェスト管理

を実現

➁ＧＰＳ機能：リアルタイムで車両監視し、安全かつ確

実な発生土運搬管理が可能

③ＪＷＮＥＴ連携：最大約700件／日規模のマニフェス

トを即日報告＆保管

④約100万 m3規模の建設汚泥に対して、トータルで約２

０万件のマニフェストを100％の認証率で発行

図－３.今回の個別指定制度の申請パターン



重点施策（６）

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（６）－➂

建設工事における再生資材の利用促進③

①施策内容
・資材製造者等の関係者に対して、民間も含めた受発注者が再生資材を利用しやすくなるための再生資材の品質基準や

その保証方法の確立を働きかける。

②目標
・再生資材を利用しやすくするための品質基準や、その保証方法の確立

③施策の実施状況
・東京都では、「再生砕石利用拡大支援要綱」を平成29年5月に定め、民間団体等が策定した「再生砕石」の優れた品質

基準を環境局が審査のうえ認証（基準認証）するとともに、認証した基準に沿った再生砕石を製造できる施設も認証

（施設認証）することで、民間団体等の再生砕石の利用拡大に向けた取組を支援。

東京都「再生砕石の基準認証」のしくみ

35

④評価
・東京都における基準認証や施設認証制度の策定などは効果

的な取組であると考えられる。

・一方で、明確な基準や保証方法の確立には至っていないの

が今後の課題である。

・東京建設業協会、東京建物解体協会、東京都産業廃棄物

協会の３団体が連名で策定した再生砕石品質基準「東京

ブランド“粋な”えこ石」が平成29年10月4日付で東京

都環境局から「基準認証」を受証。

基準認証取得 ： （一社）東京建設業協会、（一社）東京建物解体協会、（一社）東京都産業廃棄物協会
施設認証取得 ： １２者（H30.12現在）



重点施策（６） 建設工事における再生資材の利用促進③

通常の再生砕石の試験書

東京都の「再生砕石の基準認証」 【関東】

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（６）－➂

再生砕石は、「品質のばらつきが大きい」、「ごみ等の含有が多く見た目が悪い」等の声があることから、民間団体等が策定した

「再生砕石」の優れた品質基準を、東京都環境局が審査のうえ認証（基準認証）するとともに、認証した基準に沿った再生砕石

を製造できる施設も認証（施設認証）することで、民間団体等の再生砕石の利用拡大に向けた取組を支援していく。

※通常の再生砕石の試験項目より有害成分含有量の規制を厳格化す
ることにより、優れた品質を確保し、悪いイメージを払拭 36



重点施策（７）

37

建設発生土の有効利用･適正の促進強化 ①

①施策
・建設発生土については、場外搬出量が土砂利用量を定常的に上回っ

ており、その約半分は、建設工事のみでは有効利用できていない状

況。

・建設発生土の更なる有効利用を図るため、官民一体となった発生土

の相互有効利用のマッチングを強化するためのシステムを構築し、

民間も含めた発注者に対してシステムの参画を働きかける。

②目標
・さらなる建設発生土の有効利用のため、官官のみならず、官民間で

の工事間利用量の増大

③施策の実施状況
・平成２７年より建設発生土の官民有効利用マッチングの試行を開始

し、平成３１年３月時点までの約３年間で２９件、約２７万ｍ３

（※）のマッチングを実現。

※「建設発生土官民有効利用マッチングシステム」にて把握している実績

④評価
・官民マッチングについて、累積実績も増えてきており、一定の成果

は得られている。

・一方で、制度についての認知度が低く、参加者数が伸び悩んでいる

のが今後の課題である。

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（７）－➀

H24建設副産物
実態調査より

「資源有効利用促進法」に
基づき再生資源としての
利用が必要な「建設発生
土」について、さらなる有
効利用促進が必要



重点施策（７） 建設発生土の有効利用･適正の促進強化 ①

官民マッチングの実現事例一覧表

38

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（７）－➀

平成３１年３月時点で、２９件約２７万ｍ３のマッチングが実現

マッチング実現件数と土量は、順調に増加している。



建設発生土の有効利用・適正処理の促進強化 ②重点施策（７）

39

①施策内容
・建設発生土の内陸受入地での不適切な取扱いを抑止

するため、その取扱い等に関する情報を把握するた

めのシステムを構築し、民間も含めた受発注者に対

してシステムへの参画を働きかける。

②目標
・建設発生土の内陸受入地での不適正処理の防止

③施策の実施状況
・内陸受入地での不適切な事案へ取り組むための基礎

的な情報や、留意点・アイデアなどを盛り込んだ

「建設発生土の取扱いに関わる実務担当者のための

参考資料（国・地方公共団体等内部用）」（平成29

年8月）を作成・公表し、全国の自治体に周知。

④評価
・不適切事案に対する情報等を盛り込んだ参考資料の

作成・公表により、建設発生土の不適切処理に関す

る情報は周知された。

・一方で、情報把握のためのシステム構築に関しては

今後の課題である。

１．背景・現状等
(1) 建設発生土の崩落問題について
(2) 過年度における建設発生土の崩落事例
(3) 土砂条例の制定状況

２．既存の法令や条例の下で崩落を防止するための
取組
(1) 崩落の危険性を十分に認識するための取組
(2) 問題のある行為者へ速やかに対応するための取組
1) 許可を受けていない行為や許可内容違反を早期に発見
するための取組

2) 権限を行使し、許可内容を遵守させるための取組
3) 崩落事案に対する組織的な取組

３．建設発生土の有効利用と排出を適切に行うため
の取組
(1) 建設発生土の有効利用の促進
(2) 建設発生土の適正処分の実施

４．その他
(1) 新たな問題に対する土砂条例の制定等
(2) 問題が顕在化するおそれのある地域における予防策

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（７）－➁



建設発生土の不適切な取扱い事案

場所：大阪府豊能郡豊能町木代 一般府道余野茨木線

日時：平成26年2月25日19:40頃 土砂崩落発生

被害：一時約1,900世帯が停電（復旧済）、 人的被害の報告なし

復旧：府道が現場付近300ﾒｰﾄﾙの区間において通行止め

平成26年8月1日通行止め解除

堆積した建設発生土の崩落等、不適正処理事案が一部地域で発生

被災箇所
一般府道
余野茨木線

40

建設発生土の有効利用・適正処理の促進強化 ②重点施策（７）

豊能町

崩落箇所

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（７）－➁



重点施策（７） 建設発生土の有効利用・適正処理の促進強化 ③

41

①施策内容
・建設発生土の不適切な取扱いによる土砂崩落などの公衆災害が生

じないようにするための内陸受入地の選定等を努める。民間も含

めた受発注者に対して同様の対応を働きかける。

②目標
・適正に管理された建設発生土受入地への建設発生土の搬出

③施策の実施状況
・一部地域において、建設発生土受入地登録制度 導入の手引き等

を作成し、自治体における適正な内陸受入地を選定するためのし

くみを構築した。

・地方協議会の場において先進自治体の取組を共有し、未作成自治

体において課題と対応方針を検討し、その結果を次回協議会時に

共有し、検討会でも検討を実施。

・建設発生土受入地登録制度活用についての位置づけを明確にする

ため、位置づけ・フロー図を作成（次頁参照）。

④評価
・建設発生土受入地登録制度導入の手引き等の作成により、適正な

内陸受入地選定の一助となると考えられる。

・登録地受入制度の導入については、一部の地域での取組であるこ

とから、全国展開を図ることが今後の課題である。

『建設発生土受入地登録制度導入の手引き（案）』等
（九州地域の事例）

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（７）－➂

建設発生土の処理状況（費用面・審査面）



重点施策（７） 建設発生土の有効利用・適正処理の促進強化 ③

建設発生土受入地登録制度活用の位置づけ 【九州】
建設発生土受入地登録制度活用についての位置づけを明確にするため、位置づけ・フロー図を作成

42

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（７）－➂



重点施策（７）

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（７）－④

建設発生土の有効利用・適正処理の促進強化 ④自然由来重金属含有土

43

④評価
・建設リサイクル広報における事例・効果の周知を行う事は、一般市民の理解促進の一助となったと考えられる。

・今後は、土壌汚染対策法の改正に伴うマニュアル改訂作業を実施し、更なる理解促進に努める必要がある。

①施策内容
・関係者と連携して、自然由来の重金属等を含む土砂

等が適正に評価された安全性について一般市民への

理解促進を進める。

②目標
・自然由来の重金属等を含む土砂等に対する適正な評

価による安全性への理解促進

③施策の実施状況
・建設副産物リサイクル広報推進会議の機関誌「建設

リサイクル」において、安全性が適正に評価された

自然由来重金属等含有土への対応方法等に関する記

事を掲載し、一般市民への理解を促進。

・「土壌汚染対策法」（H31.4改正）に伴い、取扱いに変更が生じる「自然由来等土壌」への対応として、土木研究

所と連携し、「建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マニュアル（暫定版）」の改訂作業

を実施。



重点施策（７） 建設発生土の有効利用・適正処理の促進強化 ④自然由来重金属含有土

自然由来重金属含有土関係マニュアル類の策定・広報

44

2007年 「建設工事における自然由来の重金属汚染対
応マニュアル（暫定版）」

（土木研究所共同研究報告書）

2010年 「建設工事における自然由来重金属等含有岩
石・土壌への対応マニュアル（暫定版）」
（国土交通省）

2015年 「建設工事で発生する自然由来重金属等含
有土対応ハンドブック」

（土木研究所・土木研究センター 地盤汚染対応技術検討委員会
（編著））

土壌汚染対策法策定後の
情勢を踏まえ、指針策定の
気運が高まる

現場担当者向けの解説書

国土交通省、土木研究所では、2002年土壌汚染対策法制定以降、自然由来重金属等含有土への対応マニュアル、ハンド

ブックを策定。

広報誌「建設サイクル」において、自然由来重金属等含有土についての記事を掲載．

Vol.81 2017 秋号
・自然由来重金属等含有土の活用に関する動向と課題
京都大学大学院地球環境学堂教授 勝見 武

・道路事業において遭遇した土壌汚染等の現況
国土交通省国土技術政策総合研究所 大城 温、光谷 友樹、井上隆司

・新東名高速道路盛土建設における重金属含有土対策
の検証
中日本高速道路株式会社 名古屋支社建設チームサブリーダー谷口 陽一
本社監査役付 平尾 義男、名古屋支社交通技術チーム 早河 辰郎

Vol.78 2017 冬号
・建設発生土に含まれる自然由来の重金属等への対応
－建設工事で発生する自然由来重金属等含有土対応ハンドブックの刊行－
国立研究開発法人土木研究所 地質・地盤研究グループ地質チーム
主任研究員 品川 俊介

マニュアル類 広報誌

「建設リサイクル推進計画２０１４」重点施策（７）－④


